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「従業員の処遇改善の取り組み」に関する報告書
	従業員の給与総額を上げた（または上げる）事業者、もしくは従業員の処遇改善に取り組む事業者は、補助上限額を100万円にします。
　以下のいずれかの取組を行っている場合は、該当箇所に☑を付し、その内容を具体的に説明するとともに、研修の実施、賃金アップの比較等の証拠書類（源泉徴収票の写し、領収書、賃金台帳、覚書等）を添付書類として提出してください。

　＊該当しない場合には、本紙の提出は不要です。


□　①企業による従業員向けの教育訓練費支出総額（外部研修費用、資格取得・技能検定の受検料、定時制高校や大学の授業料などに対する企業による補助総額）が給与支給総額の５％以上である企業
□　②以下のいずれも満たす賃上げを実施している企業
・平成２６年の給与支給総額が、平成２５年と比較して５％以上増加
・平成２７年の給与支給総額を、平成２６年と比較して増加させる計画
【例えば、a.およびb.のような証拠書類の添付が必要です】
a.給与支給総額のわかる平成25年度と平成26年度の確定申告書等の一部抜粋
b.平成27年度に給与支給総額を増加させる予定であることがわかる経営計画
等の一部抜粋
□　③平成２７年の給与支給総額を、平成２６年と比較して５％以上増加させる計画を有し、従業員に表明している企業
【例えば、a.およびb.ならびにc.のような証拠書類の添付が必要です】
a.給与支給総額のわかる平成26年度の確定申告書等の一部抜粋
b.平成27年度に前年度比５％以上の給与支給総額の増加を予定しているのが
読み取れる経営計画等の一部抜粋
c.給与支給総額を５％以上増加させる予定であることを従業員が認識したこ
とが判明する、事業者と従業員間の覚書の写し
	具体的な取組内容について



